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前号の「遺留分制度に関する見直し」の続きです。

２　遺留分の算定方法の見直し
（１）旧民法の規定
①　相続人以外の者への贈与等は、相続開始前 1
年前までに行われたものだけが遺留分の対象にな
ります。

②　しかし、相続人への贈与は全て算入され、何十
年前のものでも遡って、全て遺留分の対象となり
ました。

　　最高裁の判例により、特別受益に該当する共同
相続人への生前贈与については、期間制限なしに
遺留分算定の基礎財産に算入され、かつ、特段の
事情のない限り遺留分減殺請求の対象となるとさ
れていたからです。

（２）改正法の内容
①　相続人以外の者についての贈与等についての規
定は変わりません。

②　相続人への贈与は、相続開始前の10年間にさ
れたものに限り遺留分の対象とされます。10年
間のものだけなので、10年以上前にもらってい
た財産については遺留分の対象になりません（改
正法1044条３項）。

③　また、金銭債権化されているので、遺留分権利
者に対しては、受遺者らは遺留分侵害額に相当す
るお金を支払えばよいことになったのですが、お
金をつくるのもなかなか大変だということで、そ
のお金をつくるための期限を許与することができ
るという条項が追加されました（改正法1047条
５項）。

（３）実務に与える影響
早くから後継者を決め、事業承継をさせるために
自社株式の贈与などを行っていても、従来は、相続
人の１人に対する贈与は何十年前のものでも全て遺
留分の基礎に算入されてしまいました。
しかし、今後は、たとえば父が後継者と決めた長
男に自社株式を贈与しても、少なくとも父が10年
間生存すればいい（遺留分の対象とならない）こと
になったので、できる限り早い段階で事業承継対策
をとる必要が生じてくることになります。
弁護士や税理士等がチームを組んで、早めの事業
承継対策（自社株式や不動産の贈与その他）を後継
者のためにアドバイスしていくことが必要になります。
また、遺留分侵害額請求権は金銭債権化されてい
るので、遺留分権利者にお金を支払う必要がありま
す。そこで、そのお金をつくる（たとえば、不動産
を売却したり、担保に入れて銀行等から融資を受け
る）作業をお手伝いしていくことが必要になります。

（４）期限の許与
裁判所は、受遺者または受贈者の請求により、負
担する金銭債務の全部または一部の支払いについて
相当の期限を許与することができます。すなわち、
多額の金銭を一度に支払うことは難しいということ
であれば、それなりの期間で支払えばいいと裁判所
が許してくれるということです。
受遺者または受贈者からこのような相談を受けた
弁護士は、裁判所にその期限の許与の申立てをする
ことになります。税理士や宅建士等とチームを組ん
で、どの財産をどのように処分して、どのぐらいの
時間をかけて、どのようにしたら支払いができると
いうことを明確にしなければ、裁判官に対して、「こ
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